工事名　　　　　　　　　　　　

特記仕様書
（建設リサイクル法に係る対象建設工事について）

１
　この工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律104号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工事である。

２
　建設リサイクル法に係る特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルトコンクリート）を用いた工作物等の解体においては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施工規則」に定められた方法により分別解体等をすること。


　分別解体等を実施する者（下請け含む）は、建設業法の土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業に係る第３条第１項の許可を受けた者か、解体工事業登録を受けた者が施工すること。


　また、解体工事業登録を受けた者が分別解体等を実施する場合は、分別解体等を実施する場所において解体工事業に係る登録等に関する省令に定められた解体工事業者登録票を掲示し、解体工事登録者が選任した建設リサイクル法に規定される技術管理者に、その分別解体等を監督をさせなければならない。

３
　分別解体等によって発生する特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、発生木材、アスファルトコンクリート塊）は、下表のとおり再資源化すること。


　また、工事状況・再資源化施設の状況等により、下表により難い場合は、その理由書並びに必要な資料を提出の上、変更等について工事監督員と協議すること。

	特定建設資材廃棄物
	搬出数量
	再資源化施設名
	所在地

	コンクリート塊
	t
	
	

	アスファルト塊
	t
	
	

	発生木材
（抜根・伐木除く）
	t
	
	


４
　当該工事受注後速やかに再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書の必要事項を記載し工事監督員に提出すること。


　また、実施状況を把握し、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を作成し、工事完成後工事監督員に提出するとともに保存すること。

５
　落札者は、翌開庁日に説明書及び協議書を総務部財政室契約課に提出し、再生資源化等に要する費用等について○○課と協議すること。また、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した際は速やかに再資源化等報告書を○○課に提出すること。
この特記仕様書はあくまでも「例」です。関係法令等に基づき、


必要に応じて変更してご利用ください。





項目５は、「契約課が取扱う契約」の場合の記載例です。○○課とは、主管課のことを指します。


主管課で行う契約の場合には「○○課に協議書を提出し、再生資源化等に要する費用等について協議すること。」などに変更してご利用ください。








